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第62条），罰則規定が設けられている（同法第119条第 1項第 5号，同条第 2項，第120条第 1項第 8
号の 2，同条第 2項，第123条）。
















の使用者に対しては地方運輸局長による整備命令ができ（同法第54条第 1項，第54条の 2第 1項），
使用者がこれに違反した場合の処罰規定が設けられている（同法第109条第 7号）。さらに，整備命
令に従わない使用者に対しては地方運輸局長による使用停止処分ができ（同法第54条第 2項，第54

















































Y. Nakagawa CHUKYO LAWYER
しかし，近年は，製造物が販売された後，製造物の欠陥や危険性に対する認識が生じ，にもかかわ
らず，市場や消費者の手元に放置し続けた状況でのある時点を犯罪時と捉え，その時点において企




































































































































































































































































































Y. Nakagawa CHUKYO LAWYER
いことについて，社会的納得が得られるのかという問題が生じる。
5 　今後のあるべき方向性




5 － 2 　理由
　理由は，以下のとおりである。

















































































方運輸局長による整備命令ができ（同法第54条第 1項，第54条の 2第 1項），その違反行為に対する
罰則規定も設けられている（同法第109条第 7号）。さらに，整備命令に従わない使用者に対しては




































の届出をした上で（同法第63条の 3第 1項及び第 2項），リコールを実施し，改善措置の実施状況に
ついて国土交通大臣に報告を行うこととされている（同法第63条の 3第 4項）。そして，改善措置の
届出懈怠又は虚偽届出については罰則規定が設けられ（同法第106条の 4第 2号），改善措置の実施













































































（ 7 ） 最決平成24.2.8，東京高判平成21.2.2，横浜地判平成19.12.13
（ 8 ） 最決平成22.3.9，東京高判平成20.7.15，横浜簡判平成18.12.13





























（13） 本稿において，自動運転のレベルは，SAEinternationalのJ3016の 6 段階のレベル分けによる。同






































（22） 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「官民 ITS 構想・
ロードマップ2017」p.23
